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原  著

静脈血栓塞栓症に対する奈良県立医科大学附属病院
精神科の予防的取り組み
―身体拘束に与える影響―

Attempt to Prevent Venous Thromboembolism in the Department of Psychiatry, 

Nara Medical University Hospital：
Impact on Physical Restraints

高田　涼平 1），本多　祐也1），西　佑記1），福井　裕明1），岡村　和哉1,2），盛本　翼1），
井川　大輔1,3），鳥塚　通弘1,4），岡田　俊1）

Ryohei Takada , Yuya Honda, Yuki Nishi, Hiroaki Fukui, Kazuya Okamura, Tsubasa Morimoto, 

Daisuke Ikawa, Michihiro Toritsuka, Takashi Okada

　静脈血栓塞栓症（VTE）は深部静脈血栓症（DVT）および肺血栓塞栓症（PTE）とい
う連続した病態の総称であり，特にPTEを発症した場合の死亡率は30％に及ぶとされ，
VTE予防のための十分な対策が不可欠である．向精神薬の服用，肥満，長期臥床，過鎮
静など精神科入院患者で頻繁にみられる事項はVTEのリスク因子となる．また，患者自
身を保護するために余儀なくされる身体拘束は重篤なVTEのリスク因子であるにもかか
わらず，奈良県立医科大学附属病院精神科（当科）ではDダイマーの測定といったVTE
評価が十分にされないままに身体拘束後の離床が行われている事例があるなど，課題も多
かった．今回，われわれはより安全に配慮し体系的に運用できるように，2023年 4月か
ら新たなVTE予防の取り組みを開始した．本稿では，まずVTE予防の取り組みについて
紹介する．また，取り組み前後でのVTEの発生状況やこの取り組みの効果について，取
り組み前後の各1年間に当科に入院し身体拘束が施行された患者を対象として，後方視的
調査を行った．VTE予防について，取り組みの前後で離床時のDダイマー測定率は有意
に増加していた．特に取り組み開始後では，身体拘束に伴う新たなDVTの発生はなく，
把握する限りPTEの発生も認めなかった．また，身体拘束の状況についても調査したとこ
ろ，取り組みの前後で，連続24時間以上の継続した身体拘束を要した件数および身体拘
束が開始されてから初めて離床するまでの日数は有意に減少していた．以上の結果から
は，今回の取り組みがVTE予防に寄与した可能性が示唆された．引き続きVTEの実態に
ついて把握し，取り組みについても適宜改良しながらVTE予防に努めていきたい．
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は　じ　め　に

　静脈血栓塞栓症（venous thromboembolism：VTE）

は，深部静脈血栓症（deep vein thrombosis：DVT）およ

び肺血栓塞栓症（pulmonary thromboembolism：PTE）

という連続した病態の総称であり，特にPTEを発症した場

合は重症化することが多く，死亡率は約30％に及ぶとされ

ている2）．向精神薬の服用，肥満，長期臥床，過鎮静など

精神科入院患者で頻繁にみられる事項が VTEのリスク因

子として報告されている．また，精神科救急・急性期治療

の現場では，精神症状の悪化により生じる危険な行為から

患者自身を保護するために，身体拘束を余儀なくされるこ

とがあるが，身体拘束は重篤なVTEのリスク因子である．

日本精神科病院協会の行動制限に関連した医療事故調査報

告4）によると，身体拘束事例 137件に起きた医療事故は，

突然死 43件（31.4％），不慮の致傷・致死（窒息，転倒を

含む）26 件（19 .0％），医療行為に伴うもの 22 件

（16.1％）の順となっている．この突然死事例のうち，死因

が明記されていたのは 13件で，そのうち PTEが 8件で

あったが，統計に表れていない潜在的な VTE事例（PTE

含む）は相当な数に及ぶと考えられる．

　日本総合病院精神医学会が 2006年に作成した「静脈血

栓塞栓症予防指針11）」（以下，予防指針）は，精神科医療機

関での VTE予防の手本になっており，奈良県立医科大学

附属病院精神科（以下，当科）でもこれに倣ったプロト

コールを作成し運用してきた．身体拘束を最小限にとどめ

ようという理念から，身体拘束が施行された患者のケア

（排泄や入浴，更衣，理学療法，歩行訓練など）や病状観察

のために，医師の指示の範囲内で一時的に身体拘束帯を外

し離床させることに努めてきた．一方で当科は大学病院

（総合病院）に属しており，Dダイマー測定や下肢静脈エ

コー，循環器内科へのコンサルトなどが比較的容易な環境

にありながら，身体拘束後の離床時に VTE評価が必ずし

も行われていないなどの課題があった．患者自身の保護の

ために行った身体拘束が望まない結果につながらないよう

に VTE予防プロトコールの見直しを行う必要があったこ

とに加え，同時期に奈良県立医科大学附属病院全体での

VTE予防プロトコール見直しの要請があったこともあり，

新たなVTE予防の取り組みを 2023年 4月から開始した．

Ⅰ．当科のVTE予防の取り組み

　以前は予防指針に倣ったプロトコールを作成し運用して

いた．新たな VTE予防の取り組みとしては主に以下の 3

つであり，大きく見直した項目について下線や表で示した．

1．�VTEのリスク評価とその結果に基づく予防的処置の実施

　リスク因子の分類は，基本リスク（表 1）と，増強リス

ク（表 2）の 2つに分類した．身体拘束は増強リスクに位

置付け，「24時間以上継続する身体拘束」と「それ以外の

身体拘束」の 2つに分けた．「24時間以上継続する身体拘

束」は身体拘束帯を用いた連続 24時間以上継続する身体

拘束，「それ以外の身体拘束」は身体拘束帯を用いた連続

24時間未満の身体拘束に加えてミトン装着と四点ベッド
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表 1　静脈血栓塞栓症の基本リスク

低リスク
（1点）

脱水，肥満，喫煙，下肢静脈瘤，パーキンソン病，�
ホルモン補充療法，向精神薬の服用，経口避妊薬，�
抗悪性腫瘍薬
副腎皮質ステロイド剤，60歳以上の高齢者（70歳
から変更）

中リスク
（2点）

緊張病症候群，悪性症候群，中心静脈カテーテル，�
自発的な活動が乏しい（ベッドから一人で立ち上が
らない人）
進行癌，妊娠，ネフローゼ，炎症性腸疾患，骨髄増
殖性疾患

高リスク
（3点）

静脈血栓症の既往，血栓症素因，下腿麻痺

新プロトコールで追加した項目を下線で示した．
・複数のリスクがある場合は，最も高いリスクを採用する．
・�同じレベルのリスクが複数あっても，リスクレベルは上げない．
　ただし中リスク以上が複数ある場合は総合的に判断する．
（文献 10，11より）

表 2　静脈血栓塞栓症の増強リスク

低リスク
（1点）

連続24時間未満の身体拘束，ミトン装着，四点ベッ
ド柵
下記以外の鎮静

中リスク
（2点）

24時間以上継続する身体拘束
24時間以上の強い鎮静
うっ血性心不全，敗血症，感染

新プロトコールで追加した項目を下線で示した．
・�複数のリスクがある場合は，最も高いリスクを採用する．
・�同じレベルのリスクが複数あっても，リスクレベルは上げない．
　ただし中リスク以上が複数ある場合は総合的に判断する．
（文献 10，11より）
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柵としている．そして，基本リスクに増強リスクを加えた

ものを合計リスクとし，低リスクから最高リスクの 4つの

レベルに階層化し，各レベルに応じて予防法を選択するこ

ととした（表 3）．抗凝固療法が必要な場合は，定期的に血

液検査を行い，血小板や活性化部分トロンボプラスチン時

間（activated partial thromboplastin time：APTT）の値を

確認しながらヘパリン 1万単位/日を皮下注射した．なお，

これらは先述の予防指針11）と，日本循環器学会と合同研究班

参加学会による「肺血栓塞栓症および深部静脈血栓症の診

断，治療，予防に関するガイドライン」10）をもとに作成した．

2．	Dダイマー測定の徹底とフローチャートの作成

　ほとんどの入院患者は，「向精神薬の服用」をはじめと

した何らかの基本リスクを有しているため（表 1），身体拘

束を開始した時点で合計リスクが 2点以上となり，弾性ス

トッキング（elastic stocking：ES）や間欠的空気圧迫法

（intermittent pneumatic compression：IPC）といった血栓

予防法が必要となる（表 3）．しかし，すでに血栓が形成さ

れている場合は ESや IPCを行うことで，かえって血栓を

飛散させPTEを招く恐れがある．これを防ぐために血栓予

防法を開始する前に必ずDダイマーを測定し，血栓予防フ

ローチャート（身体拘束開始時，図 1）に沿って対応を行

うこととした．例えば Dダイマーが 3μg/mL以上であっ

た場合は，補液を行いながら下肢静脈エコーを実施し，

DVTがないことを確認してからESや IPCなどの血栓予防

法を開始している．もし DVTがあった場合には心電図モ

ニターを装着し，患者の急変を見逃さないように備えてい

る．なお，以前は症例ごとに医師の裁量で Dダイマーの測
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表 3　合計リスク（基本リスク＋増強リスク）に応じた血栓予防法

ES：elastic�stocking，IPC：intermittent�pneumatic�compression
（文献 10，11より）

旧プロトコール 新プロトコール

低リスク（1点） 早期離床および積極的な運動 早期離床および積極的な運動

中リスク（2点）
弾性ストッキング（ES）　あるいは　
間欠的空気圧迫法（IPC）

弾性ストッキング（ES）　あるいは
間欠的空気圧迫法（IPC）

高リスク（3点） IPC　あるいは　抗凝固療法 ES＋IPC　あるいは　ES＋抗凝固療法

最高リスク（4点）
ES＋抗凝固療法　あるいは
IPC＋抗凝固療法

ES＋抗凝固療法　あるいは
ES＋IPC＋抗凝固療法

図 1　奈良県立医科大学附属病院精神科における血栓予防フローチャート（身体拘束開始時）	
DVT：deep�vein�thrombosis
（文献 1，10，11 より）

心電図モニターの装着
循環器内科コンサルト

心電図モニターの装着
理学療法＋下肢拘束を極力解除
適宜Dダイマーの再検

予防法の開始
適宜Dダイマーの再検

近位型DVT

遠位型DVT

DVT （－）

DVT （＋）

補液
下肢静脈エコー

予防法の開始
補液，適宜Dダイマーの再検

予防法の開始

3 μg/mL以上

1 μg/mL以上，3 μg/mL未満

正常値

Dダイマー測定

低リスク

高リスク
（基本リスクが2点以上）
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定やその値に伴う対応を行っていた．

　身体拘束中に下肢に血栓が形成された場合，離床した際

に血栓が飛散しPTEを生じる可能性がある．そのため，24

時間以上の継続した身体拘束を行った後に初めて離床させ

る際に必ずDダイマーを測定し，血栓予防フローチャート

（24時間以上の継続した身体拘束から初めて離床する時，

図 2）に沿って対応することとした．なお，以前は長期に

わたる身体拘束のあとは下肢の腫脹や左右差などを確認し

たうえで，症例ごとに医師の裁量でDダイマーの測定やそ

の値に伴う対応を行っていた．

　なお，フローチャート上の遠位型 DVTとは膝から足首

まで，近位型 DVTは腸骨から膝までの DVTのことを指

し，遠位型の場合は無症状であれば経過観察しながら，新

たな血栓を作らぬよう積極的に理学療法や歩行など離床時

間を設けるように指示した．Dダイマーの測定はラテック

ス凝集法（積水メディカル社，基準値＜1μg/mL）を用い

た．Dダイマーは陰性的中率が高く，陽性的中率が低い検

査である8,15）．このため，Dダイマーが基準値未満の場合

は VTEなしと判断した．一方で，心筋梗塞や心不全，脳

梗塞，感染症，外傷，肝疾患，悪性腫瘍，妊娠などでも D

ダイマーが基準値を超える可能性があり14），Dダイマーが

基準値を超える対象者すべてに下肢静脈エコーを行うこと

は実務上困難である．DVTを発症した症例の最小の Dダ

イマー値が 2.96μg/mLであったという阿部らの報告1）を

ふまえ，今回の取り組みでは下肢静脈エコーを行うDダイ

マーのカットオフ値を 3.0μg/mLとした．Dダイマーが

1.0μg/mL以上3.0μg/mL未満で，かつ基本リスク（表1）

が 2点以上の場合も，下肢静脈エコーを実施した．

3．	身体拘束の状況把握と指示簿への記載

　これまで Dダイマーの測定など VTE評価を十分に行わ

ないまま，24時間以上の継続した身体拘束を施行した患者

の離床が行われるという問題があった．これを防ぐための

ルールとして，身体拘束を行う場合には，a）24時間以上

の継続した身体拘束にならないように 1日 1回は離床をさ

せる，b）24時間以上の継続した身体拘束となった場合は

最初の離床時に医師に連絡する，のいずれかを電子カルテ

の指示簿に入力するよう取り決めた．a）の場合は追加で

の Dダイマー測定は不要であり，b）の場合は連絡を受け

た医師が Dダイマーを測定することとした．また，毎日の

カンファレンスや行動制限最小化委員会などを通じて，極

力 a）を継続できるように協議し，必要があれば集中的に

人員を確保するなどして，1日 1回は離床できるように努

めている．なお，介助の有無は問わずに，ベッドから離れ

て歩行すること，歩行が困難な場合は立位を保持すること

を離床と定義した．
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図 2　	奈良県立医科大学附属病院精神科における血栓予防フローチャート（24時間以上の継続した身体拘束から初めて離床する時）
DVT：deep�vein�thrombosis，ES：elastic�stocking，IPC：intermittent�pneumatic�compression
（文献 1，10，11 より）

ESおよびIPCは中止
循環器内科コンサルト

拘束解除，離床
心電図モニターの装着
適宜Dダイマーの再検

低リスク

高リスク
（基本リスクが2点以上）

近位型DVT

遠位型DVT

下肢静脈エコー3 μg/mL以上

1 μg/mL以上，3 μg/mL未満

正常値 拘束解除，離床

Dダイマー測定

DVT （－）

DVT （＋）
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Ⅱ．VTEの実態調査およびVTE予防の	
取り組みの効果

　今回，当科に入院中に身体拘束が施行された患者を対象

として，取り組み前後での VTEの発生状況や取り組みの

効果について診療録の後方視的調査を行った．また，取り

組み前後での身体拘束状況についても調査を行ったので合

わせて報告する．

1．	方法および対象

1） 対象期間

　新たなVTE予防の取り組み開始前の対象期間を 2022年

4月 1日から 2023年 3月 31日とし，開始後の対象期間を

2023年 4月 1日から 2024年 3月 31日とした．

2） 対象者

　対象期間中に当科の精神科救急急性期医療入院料算定病

棟および精神科救急・合併症入院料算定病棟に新規入院

し，身体拘束が施行された者を対象者とした．新たなVTE

予防の取り組み開始前の対象者を開始前群，開始後の対象

者を開始後群とした．なお，入院後まもなく他院へ転院と

なった症例は除外した．

3） 調査項目

　（1） VTE予防に関する調査

　ⅰ） 患者属性として入院時年齢および性別，身体拘束が

施行された者の入院時 Global Assessment of Func-

tioning（GAF）および精神科診断（国際疾病分類

第 10版：ICD‒10に基づき分類した），身体拘束の

開始理由（ア：自殺企図または自傷行為が著しく切

迫している場合，イ：多動または不穏が顕著である

場合，ウ：アまたはイのほか精神障害のために，そ

のまま放置すれば患者の生命にまで危険が及ぶおそ

れがある場合，エ：その他の 4項目とした），身体

合併症（精神科身体合併症管理加算の対象疾患）の

有無

　ⅱ） 身体拘束開始時および 24時間以上の継続した身体

拘束から初めて離床するときの Dダイマー測定率

　ⅲ） 開始前群における VTE症例の有無と Dダイマー値

　ⅳ） 開始後群における VTE症例の有無と Dダイマー値

　（2） 取り組み前後での身体拘束状況の調査

　ⅰ） 身体拘束の施行期間（身体拘束が開始されてから解

除されるまでの日数）

　ⅱ） 離床までの期間（身体拘束が開始されてからケアや

病状観察のために初めて離床するまでの日数）

　ⅲ） 24時間以上の継続した身体拘束を要した件数

4） 解析方法

　数値に関する項目は単純集計を行い，平均（標準偏差）

で示した．統計解析には，2群間の比較にはMann Whitney

検定を，分割表の比較にはχ2検定を施行し，P＜0.05を有

意差ありと規定した（＊P＜0.05，＊＊P＜0.01，＊＊＊P＜0.001）．

　本研究は奈良県立医科大学医の倫理審査委員会での承認

を得ており，オプトアウト手続きを行った後に本研究を開

始した．また，個人情報については著者の所属機関におい

て厳密に管理している．

Ⅲ．結　果

1．	VTE 予防に関する調査

1） 患者属性（表 4）

　取り組み開始前の対象期間に入院した患者 390名の入院

時年齢は 43.9（20.0）歳で，男性が 155名，女性が 235名

であった．取り組み開始後の対象期間に入院した患者 351

名の入院時年齢は 44.7（20.3）歳で，男性が 132名，女性

が 219名であった．入院時年齢（P＝0.519）や性別（P＝

0.551）に関して両群で差を認めなかった．そのうち身体

拘束が施行されたのは開始前群 74件，開始後群 73件で

あった．同一患者で複数回施行された場合は別カウントと

しており，患者数にすると開始前群 59名，開始後群 68名

であった．両群において性別，入院時 GAFに差を認めな

かった．入院時の年齢は，開始前群が 42.7（19.4）歳，開

始後群が 51.6（20.1）歳であり，有意な差を認めた（＊＊P

＝0.0049）．精神科診断に関しては，両群ともに，F0（症

状性を含む器質性精神障害）と F2（統合失調症圏）が 2

割以上を占め，この 2つの診断が 5割を占めていた．身体

拘束開始理由は両群ともにイ（多動または不穏が顕著であ

る場合）が 6割以上を占めていた．身体合併症を有してい

たのは，開始前群 29件，開始後群 36件であり，両群に差

を認めなかった（P＝0.247）．以上の結果より，身体拘束

が施行された者の基本属性は，年齢を除いておおむね両群

で一致していた．

2） 身体拘束開始時および 24時間以上の継続した身体拘

束から初めて離床するときの Dダイマー測定率

　開始前群 74件中，身体拘束開始時に Dダイマーが測定

されたのは 67件で，その測定率は 90.54％であった．一
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方，開始後群 73件中，身体拘束開始時に Dダイマーが測

定されたのは 69件で，その測定率は 94.52％で，両群に差

を認めなかった（P＝0.533）．

　開始前群 74件中，24時間以上の継続した身体拘束を施

行されたのは 44件であった（なお，連続 24時間未満の身

体拘束が 28件，ミトン装着が 2件，四点ベッド柵が 0件

であった）．44件のうち，初めて離床するときに Dダイ

マーが測定されたのは 27件で，その測定率は 61.36％で

あった．一方，開始後群 73件中，24時間以上の継続した

身体拘束を施行されたのは 30件であった（なお，連続 24

時間未満の身体拘束が 42件，ミトン装着が 1件，四点ベッ

ド柵が 0件であった）．30件のうち，初めて離床するとき

に Dダイマーが測定されたのは 28件で，その測定率は

93.33％であり，開始後群で有意に増加していた（＊＊P＝

0.0020）．なお，同一件中に 24時間以上の継続した身体拘

束が複数回施行されたケースはなかった．すなわち，24時

間以上の継続した身体拘束が施行されてから，初めて離床

した後は，1日 1回の離床を継続して行うことができてい

た．

3） 開始前群における VTE症例の有無と Dダイマー値

　開始前群で身体拘束開始時に Dダイマーが測定された

67件のうち，Dダイマー値がフローチャート上で下肢静脈

エコーによる評価の対象となる 3μg/mL以上，もしくは，

1～3μg/mLかつ基本リスクが 2点以上であったのは 10件

であった．10件中，7件で下肢静脈エコーを行っており，

DVTは認めなかった．24時間以上の継続した身体拘束か

ら初めて離床する際に Dダイマーを測定した開始前群 27

件のうち，医師の裁量で下肢静脈エコーを行ったのは 3件

であった．Dダイマーの値は順に 7.8μg/mL，3.3μg/mL，

2μg/mLであり，7.8μg/mLであった症例に遠位型 DVT

を認めた．この症例は拘束開始時の Dダイマー値が 5.9

μg/mLであり，当初は下肢静脈エコーでは DVTを認めな

かった．連続 10日間の継続した身体拘束を要しており，

リスク分類に沿えば IPCを開始すべきであったが精神運動

興奮が著しくやむを得ず ESで対応していた．調査期間に

明らかな PTEの発生が疑われる事例はなかった．

4） 開始後群における VTE症例の有無と Dダイマー値

　開始後群で身体拘束開始時に Dダイマーが測定された

69件のうち，Dダイマー値がフローチャート上で下肢静脈

エコーによる評価の対象となる 3μg/mL以上，もしくは，

1～3μg/mLかつ基本リスクが 2点以上であったのは 23件

であった．なお，開始前群も含めて身体拘束開始時に Dダ

イマーが高値であった症例は，悪性腫瘍や骨折などの外

傷，重症肺炎のため一般病棟で身体拘束が長期間施行され

ていた，抑うつ状態や昏迷のために入院前に長期臥床して

いたなど，いずれも基本リスクが中リスク以上であった．

全 23件に下肢静脈エコーを行ったところ，4件に DVTを

認め，Dダイマーの値は順に 8.5μg/mL，3.8μg/mL，3.6

μg/mL，2.1μg/mLであった．なお，3.8μg/mL，2.1μg/

mLであった 2件に近位型 DVTを認め，ともに過去に
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表 4　身体拘束を施行された患者属性

開始前群 開始後群 P 値

身体拘束施行件数 74 73

性別（％）
男性 33（44.6） 36（49.3）
女性 41（55.4） 37（50.7） 0.564

年齢（±SD） 42.7±19.4 51.6±20.1 0.0049＊＊

入院時GAF（±SD） 22.4±8.9 23.3±7.9 0.6866

ICD—10 診断（％）

F0 15（20.3） 23（31.5）
F1 3（4.1） 2（2.7）
F2 27（36.5） 18（24.7）
F3 7（9.5） 10（13.7）
F4 3（4.1） 2（2.7）
F5 2（2.7） 2（2.7）
F6 2（2.7） 2（2.7）
F7 8（10.8） 5（6.8）
F8 7（9.5） 9（12.3）
F9 0（0） 0（0）

身体拘束開始理由

ア � 9 � 5
イ 49 57
ウ 15 10
エ � 1 � 1

身体合併症あり（％） 29（39.2） 36（49.3） 0.247

ICD—10 診断
F0：症状性を含む器質性精神障害（認知症を含む）
F1：精神作用物質使用による精神および行動の障害
F2：統合失調症，統合失調症型障害および妄想性障害
F3：気分（感情）障害
F4：神経症性障害，ストレス関連障害および身体表現性障害
F5：生理的障害および身体的要因に関連した行動症候群
F6：成人のパーソナリティおよび行動の障害
F7：知的障害（精神遅滞）
F8：心理的発達の障害
F9：小児期および青年期に通常発症する行動および情緒の障害

身体拘束開始理由
ア：自殺企図または自傷行為が著しく切迫している場合
イ：多動または不穏が顕著である場合
ウ：�アまたはイのほか精神障害のために，そのまま放置すれば
患者の生命にまで危険が及ぶおそれがある場合

エ：その他
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DVTの既往があった．この2件については当院の循環器内

科にコンサルトのうえで抗凝固療法を行った結果，DVT

は消失した．残り 2件の遠位型 DVT症例については，無

症状であったため経過観察とともに積極的に理学療法や離

床の時間をもうけ対応した．

　身体拘束開始時に，合計リスク（表 3）に応じた血栓予

防法のうち IPCを用いたのは 22件，抗凝固療法を行った

のは 3件で，すべて 24時間以上の継続した身体拘束が必

要であった．24時間以上の継続した身体拘束が必要な場合

は，リスク表に基づくと自ずと IPCや抗凝固療法を用いる

こととなるが，開始後群における 30件のうち残りの 5件

は興奮が強く IPCが装着できなかったため，本人および家

族にリスクを説明したうえでやむを得ず ESのみを用いる

こととした．なお，抗凝固療法を行った症例で出血性の合

併症は生じなかった．

　24時間以上の継続した身体拘束から初めて離床する際

に Dダイマーを測定した開始後群 28件のうち，プロト

コールに沿って下肢静脈エコーを要したのは 4件であっ

た．Dダイマーの値は順に 3.4μg/mL，2.6μg/mL，2.5

μg/mL，2.4μg/mLであり，いずれも DVTは認めなかっ

た．調査期間に明らかな PTEの発生が疑われる事例はな

かった．

2．	取り組み前後での身体拘束状況の調査

1） 身体拘束の施行期間

　開始前群が 21.32（27.34）日，開始後群が 15.38

（19.24）日であり，群間で差を認めなかった（P＝0.2228）．

2） 離床までの期間

　開始前群が 10.70（20.02）日，開始後群が 3.41（7.10）

日であり，開始後群で有意に短かった（＊＊＊P＝0.0008）．

3） 24時間以上の継続した身体拘束を要した件数

　開始前群が 74件中 44件（59.46％），開始後群が 73件

中 30件（41.10％）であり，開始後群で有意に少なかった

（＊P＝0.0260）．前述のとおり，同一件中に 24時間以上の

継続した身体拘束が複数回施行されたケースはなかった．

Ⅳ．考　察

　VTE予防について，取り組み開始前の離床時の Dダイ

マー測定率は 61.36％と低く，身体拘束後のVTE評価が不

十分であるという臨床現場での実感と一致していた．一方

で，取り組み開始後は，100％には及ばなかったものの測

定率は 93.33％と有意に増加していた．

　VTE診断におけるDダイマーのカットオフ値に関して，

前述の精神科患者を対象とした阿部らの報告1）では，3.0

μg/mLで感度 91.7％，特異度 78.2％であった．ほかにも，

整形外科領域において 10.0μg/mLで感度 72％，特異度

78.2％5），婦人科領域において 1.5μg/mLで感度 100％，

特異度 61.6％6）であったなどさまざまな領域から報告され

ているが，統一した基準がないのが現状である．また，下

肢外傷・下肢手術患者，中リスク以上で Dダイマーが 2.0

μg/mL以上である患者 1,676名を対象に下肢静脈エコー

を行い DVTの有無を調べた調査9）では，DVT陽性群と陰

性群のDダイマーの平均は，それぞれ 9.5μg/mL，4.1μg/

mLで有意な差があった．さらに，遠位型と近位型の Dダ

イマーの平均は順に 8.0μg/mL，20.5μg/mLであり，そ

の差も有意であったと報告されている．今回の調査で，開

始後群で身体拘束開始時に DVTを認めた 4件のうち 1件

の Dダイマー値は 2.1μg/mLであり，今回の取り組みで

設定したカットオフ値 3.0μg/mLを下回っていた．この症

例は DVTの既往があったため，基本リスク評価と Dダイ

マー測定を組み合わせて行うフローチャート方式を用い

て，近位型 DVTを発見でき大事に至らなかったことは幸

いであった．一方で，精神科救急の場面においては既往歴

などに関して十分な情報が得られないこともあり，そう

いったリスクも勘案した基本リスク表の見直しや，Dダイ

マーのカットオフ値の設定については今後の検討課題とい

える．

　身体拘束開始時に測定した Dダイマー値がフロー

チャート上で下肢静脈エコーによる評価の対象となったの

は，開始前群 67件中 10件，開始後群 69件中 23件であっ

た．DVT予防に IPC使用が推奨されている一方で，DVT

がある場合は血栓を遊離させてしまう恐れがあるため IPC

の使用は禁忌となっている．自施設内で下肢静脈エコーが

できない単科の精神科医療機関において，拘束開始時に測

定した Dダイマーが下肢静脈エコーによる評価の対象と

なるような値であった場合，IPC使用は現実的ではなく，

われわれの血栓予防法（表 3）を汎化させるには限界があ

ると考えられた．一方で，開始前群で身体拘束に伴って

DVTが発生した症例からは，あらためて IPCによる予防

の重要性が示唆された．

　身体拘束状況の調査の結果，身体拘束を必要とした件数

は取り組み開始前，開始後ともに入院患者の約 2割であっ

たが，24時間以上の継続した身体拘束を要した件数は開始
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前群で約 6割であるのに対して開始後群で約 4割と有意に

減少していた．また，身体拘束が施行されてからケアや病

状観察などのために離床するまでの日数は開始前群と比較

して開始後群で有意に短縮していた．今回の取り組みを始

めたことで，日常的に医療スタッフ間で VTEに対する知

識の共有がなされるようになり，VTEへの危機意識が向

上し，特に「24時間以上の継続した拘束にならないよう

に，1日 1回は離床をさせる」という共通の認識をもち，

実践可能となった結果と考えられた．

　最後に，本邦では身体拘束施行数が増加傾向にあること

や，諸外国と比較して施行期間が長いことが指摘されてい

る7,12,13）．われわれも身体拘束の実態調査（2014年から

2018年までの 5年間）を行い，身体拘束施行数が増加傾向

にあり，施行期間が諸外国と比較して長いなど，本邦でみ

られるのと同様の問題を抱えていることを報告した3）．こ

れらから，身体拘束を最小限にとどめることはいうまでも

なく，よりDVT対策に注力する必要があると考えられる．

今回の取り組みを通じて，積極的に離床させることがより

精神症状を観察することにつながり，身体拘束の施行期間

に副次的な影響を及ぼすと推測したが，身体拘束の施行期

間では開始前群と開始後群で有意な差を認めなかった．

2008年に行われた精神科救急入院料（現在の精神科救急

急性期医療入院料）を認可された病棟をもつ多施設による

調査において，身体拘束の施行割合は 20％，平均施行期間

は7.2日であり，海外の先行研究に比して施行割合が多く，

施行期間は長いことが報告されている12, 13）．この結果と比

較して，開始後群の施行期間は依然として長期間であった

（15.38日）．この結果を解釈するうえで当科の特性を考慮

しなければならないため，以下，簡潔に紹介する．

　当科病棟は 2フロア計 104床からなり，精神科救急急性

期医療入院料算定病棟（スーパー救急病棟：52床）と精

神科救急・合併症入院料算定病棟（52床）を有する．県の

3次精神科救急のみならず，高齢者や妊産婦，透析，要手

術患者などの身体合併症をもつ患者の受け入れも行ってい

る．自ずと精神的だけではなく身体的にも重症な患者の割

合が高くなり，本人の生命を守るために身体拘束が必要な

状況も増加する．病状観察のための離床時間を十分に取っ

ているものの，発作的に激しい自傷行為を繰り返すため身

体拘束が長期化する患者が一定数いることや，手術後の安

静が必要な身体合併症患者が多いことが，身体拘束施行期

間が短縮しにくい要因と考えられた．野田らによると年齢

は身体拘束の施行期間に影響しないとされているが12），今

回の調査では開始後群の年齢は高くなっており（表 4），高

齢の患者では転倒受傷から本人を保護するために身体拘束

を必要とするケースが多いことも施行期間を延長する一因

として考えられた．しかし，「当科の特性上仕方がない」と

思考を止めずに，身体拘束の必要性そのものについて慎重

に吟味し，代替方法を十分に検討し，最小限にとどめるこ

とが今後の課題である．

お　わ　り　に

　当科における VTE予防の取り組みについて紹介した．

取り組み開始後の期間において，DVTを早期発見できた

こと，身体拘束後の新たな DVT発生がみられなかったこ

と，また PTE症例を認めなかったことは幸いであった．

　当日中の Dダイマー値の確認や下肢静脈エコー検査，

フットポンプの着用による間欠的空気圧迫法，ヘパリンの

投与などは，単科の精神科医療機関では困難な場合が多い

ことも想定され，各医療機関の実態に応じた予防策が必要

であろう．しかし，基本リスク表を用いたり，「身体拘束開

始前にDダイマーを測定」したりすることで，あらかじめ

VTEリスクが高い症例を把握するとともに，「24時間以上

の継続した拘束にならないように，1日 1回は離床をさせ

る」よう取り組むことなどは，多くの医療機関で取り入れ

ることが可能であると考えられる．今後も VTEの実態に

ついて観察期間を拡大し，取り組みについても適宜改良し

ながら VTE予防に努めていきたい．

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．
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　　Venous thrombosis（VTE）is the collective term for deep vein thrombosis（DVT）and 

pulmonary thromboembolism（PTE）. In particular, the mortality rate for PTE is reported to be 

as high as 30％, thus adequate measures to prevent VTE are essential. Psychotropic medica-

tions, obesity, prolonged immobility and oversedation are common risk factors for VTE in psy-

chiatric inpatients. In addition, physical restraint, which is inevitably conducted to protect 

patients, is a serious risk factor for VTE. However, there have been many cases where patients 

are mobilized after physical restraint without adequate assessment for VTE such as D‒dimer 

measurement. Considering this issue, we have launched a new VTE preventive intervention in 

April 2023 with the aim of safer and more systematic managements. In this report, we first 

introduce the details of the VTE preventive intervention, and then our retrospective study that 

assesses the incidence of VTE and the effects of this intervention by analyzing patients who 

were admitted to our department and required physical restraints during each of the one‒year 

periods before and after the intervention. This intervention significantly contributed to 

increased rate of D‒dimer measurement at the first time of mobilization. Especially after the 

intervention began, no new cases of DVT associated with physical restraints were observed, 

and to the best of our knowledge, no cases of PTE were reported. Additionally, upon investi-

gating the situation regarding physical restraints, it was found that there was significant 

decrease in both number of cases requiring over 24 hours of continuous physical restrain, and 

the duration from the initiation of physical restraint to the first time of mobilization. These 

results suggest that the new intervention may have contributed to the prevention of VTE. We 

will continue to monitor VTE and improve our intervention as necessary to prevent VTE.
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